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３
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平
成
23
年
度
一
般
会
計
の
歳
入
総
額
は
、
56
億
４
千

３
９
０
万
４
千
円
で
、
前
年
度
と
の
比
較
で
は
、
３
億

８
千
83
万
３
千
円
の
増
と
な
り
ま
し
た
。

　
歳
入
決
算
額
の
主
な
増
減
内
容
と
し
て
は
、
町
税
で

は
町
民
税
が
１
千
93
万
６
千
円
、（
１
・
０
㌫
）の
増
、
土

地
価
格
の
下
落
等
に
よ
り
固
定
資
産
税
が
１
０
９
万
６

千
円
、（
０
・１
㌫
）の
減
、
軽
自
動
車
税
が
55
万
９
千
円
、

（
２
・４
㌫
）の
増
、
町
た
ば
こ
税
が
税
率
の
改
正
に
よ
り

１
千
５
０
５
万
１
千
円
、（
18
・
５
㌫
）の
増
、
全
体
で
２

千
５
４
５
万
円
、（
１
・０
㌫
）の
増
と
な
り
ま
し
た
。

　
そ
の
他
の
収
入
項
目
で
は
、
自
動
車
取
得
税
交
付
金

が
３
１
３
万
９
千
円
、（
15
・
６
㌫
）の
減
、
地
方
特
例
交

付
金
が
７
２
０
万
２
千
円
、（
19
・
４
㌫
）の
増
、
ま
た
、

地
方
交
付
税
は
２
千
４
２
２
万
４
千
円
、（
６
・
６
㌫
）の

減
と
な
り
ま
し
た
が
、
前
年
度
に
引
き
続
き
３
億
円
台

の
交
付
と
な
っ
て
い
ま
す
。

　
国
庫
支
出
金
が
９
千
４
３
３
万
４
千
円
、（
19
・
９
㌫
）

の
増
、
県
支
出
金
が
１
億
８
千
３
１
７
万
７
千
円
、

（
59
・
９
㌫
）の
増
と
な
っ
て
い
ま
す
。
主
な
要
因
と
し
て

は
、
新
規
に
地
域
密
着
型
介
護
老
人
福
祉
施
設
を
開
設

す
る
事
業
者
に
対
し
て
、
介
護
基
盤
の
整
備
を
目
的
と

す
る
臨
時
特
例
交
付
金
の
交
付
を
受
け
た
こ
と
に
よ
る

も
の
で
す
。

わ
が
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の
ふ
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こ
ろ
事
情

わ
が
町
の
ふ
と
こ
ろ
事
情
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一
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会
計
】
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決
算
は
、
私
た
ち
町
民
が
納
め
た
税
金
な
ど
が
、
ど
の
よ
う
に
使
わ
れ

た
か
を
示
す
も
の
で
す
。
た
い
せ
つ
な
税
金
が
ど
の
よ
う
に
使
わ
れ
て
、

町
の
財
政
の
状
況
は
ど
う
な
っ
て
い
る
の
か
、
平
成
23
年
度
の
決
算
か
ら

そ
の
概
要
を
お
知
ら
せ
し
ま
す
。
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一般会計歳入内訳 ※地方財政状況調査を基に作成

町税の推移

平成
23年度

町民税（個人）町民税（個人）町民税（法人）町民税（法人）

00 55 1010 1515 2020 2525 3030 35
億円
35
億円

固定資産税固定資産税 その他その他

平成
22年度

平成
21年度

平成
20年度

平成
19年度

※「分担金及び負担金等」とは、分担金及び負担金・使用料及び手数料・財産収入・寄附金・繰入金・諸収入です。
※「その他」とは、地方譲与税・利子割交付金・配当割交付金・株式等譲与所得割交付金・自動車取得税交付金・
　地方特例交付金・交通安全対策特別交付金です。

町税
26億3,794万8千円
（46.7％）

町税
26億3,794万8千円
（46.7％）

分担金及び負担金等
2億5,725万3千円
（4.6％）

分担金及び負担金等
2億5,725万3千円
（4.6％）

26億3,794万8千円26億3,794万8千円

26億1,249万8千円26億1,249万8千円

27億1,272万1千円27億1,272万1千円

33億340万9千円33億340万9千円

33億4,976万1千円33億4,976万1千円

繰越金
4億2,102万円
（7.5％）

繰越金
4億2,102万円
（7.5％）

町債
6億5,320万円
（11.6％）

町債
6億5,320万円
（11.6％）

国庫支出金
5億6,953万円
（10.1％）

国庫支出金
5億6,953万円
（10.1％）

総　額
56億4,390万4千円

総　額
56億4,390万4千円

自主
財源
（58.8％）

自主
財源
（58.8％）

依存
財源
（41.2％）

依存
財源
（41.2％）

地方交付税
3億4,366万7千円
（6.1％）

地方交付税
3億4,366万7千円
（6.1％）

県支出金
4億8,910万1千円
（8.7％）

県支出金
4億8,910万1千円
（8.7％）

地方消費税交付金
1億5,483万3千円
（2.7％）

地方消費税交付金
1億5,483万3千円
（2.7％）

その他
1億1,735万2千円
（2.0％）

その他
1億1,735万2千円
（2.0％）
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平
成
23
年
度
一
般
会
計
の
歳
出
総
額
は
、
52
億
７
千

64
万
２
千
円
で
、
前
年
度
と
の
比
較
で
は
、
４
億
２
千

８
５
９
万
円
の
増
と
な
り
ま
し
た
。

　
歳
出
決
算
額
の
主
な
増
減
内
容
と
し
て
は
、
性
質
別

で
は
補
助
費
等
が
１
億
１
千
９
１
５
万
１
千
円
、（
19
・

２
㌫
）の
増
と
な
り
ま
し
た
が
、
地
域
密
着
型
介
護
老
人

福
祉
施
設
を
開
設
す
る
事
業
者
に
対
し
て
助
成
し
た
た

め
で
す
。
他
に
は
、
投
資
的
経
費
が
１
億
１
５
６
万
９

千
円
、（
17
・
４
㌫
）の
増
と
な
っ
て
い
ま
す
が
、
こ
れ
は
、

南
部
地
区
土
地
区
画
整
理
事
業
支
援
事
業
と
平
成
23
年

度
か
ら
三
か
年
を
か
け
て
計
画
し
て
い
る
開
成
小
学
校

の
大
規
模
改
修
に
よ
る
も
の
で
す
。

　
人
件
費
は
、
議
員
共
済
年
金
制
度
の
廃
止
に
よ
り
、

既
受
給
者
の
支
給
額
を
市
町
村
で
負
担
す
る
こ
と
と
さ

れ
た
こ
と
に
よ
る
増
は
あ
り
ま
し
た
が
、議
員
定
数
の
減
、

特
別
職
の
給
料
月
額
の
削
減
、
職
員
の
退
職
や
人
事
院

勧
告
に
よ
る
月
例
給
の
引
き
下
げ
等
に
よ
り
、
全
体
と

し
て
２
千
８
２
５
万
１
千
円
、（
２
・
９
㌫
）の
減
と
な
り

ま
し
た
。

　
物
件
費
は
、
緊
急
雇
用
創
出
事
業
の
実
施
に
よ
る
３

千
２
４
４
万
円
の
増
や
感
染
症
対
策
事
業
と
し
て
個
別

接
種
の
委
託
費
３
千
３
万
６
千
円
の
増
な
ど
に
よ
り
、

総
額
６
千
３
６
９
万
５
千
円
、（
９
・
０
㌫
）の
増
と
な
り

ま
し
た
。

　
扶
助
費
は
、
前
年
度
に
新
た
に
創
設
さ
れ
た
子
ど
も

手
当
が
１
年
間
を
通
し
て
支
給
さ
れ
た
こ
と
に
伴
う
増

な
ど
で
、
６
千
７
１
１
万
１
千
円
、（
８
・
４
㌫
）の
増
と

な
り
ま
し
た
。

歳

　出

【用語解説】
歳　　　入歳　　　入

■自主財源　町税や使用料、手数
料、財産収入など直接町に入っ
てくるお金です。

■依存財源　国や県の法令等に
よって定められた額を交付され
たり、割り当てられたりするお
金です。

■地方交付税　国の基準に基づく
行政サービスを行う場合の不足
費用について、国から地方公共
団体へ交付するお金です。

■国庫支出金　国が指定する特定
の事業に対して、国が負担や補
助をするお金です。

■県支出金　国や県が指定する特
定の事業に対して、県が負担や
補助をするお金です。

■地方消費税交付金　消費税５㌫
のうち１㌫が地方消費税で町の
人口や事業所従業員数などを基
に配分されます。

歳　　　出歳　　　出
■人件費　特別職や町職員の給料、
町議会議員や委員会委員の報酬
です。

■物件費　消耗品の購入費、通信
費や公共施設の管理費などの経
費です。

■維持補修費　施設等の維持管理
上必要な経費です。

■扶助費　高齢者や乳幼児等の医
療費助成や、児童手当の給付な
どの社会保障に必要な経費です。

■補助費等　足柄西部清掃組合、
足柄消防組合などへの負担金や
各種団体への補助金です。

■公債費　町債（町の借金）と一
時借入金の元本と利子の返済金
です。

■普通建設事業費　道路や公園、
学校などの公共施設を建設する
経費です。

町民一人あたりに使われたお金 計324,088円

民生費　100,158円 総務費　38,826円土木費　56,446円

衛生費　25,617円教育費　34,299円 公債費　25,604円

消防費　16,003円 議会費　7,677円 その他　19,458円

一般会計歳出内訳（性質別） 災害復旧費・61万7千円
（0％）

消費的経費
（62.4％）
消費的経費
（62.4％）

維持補修費
967万9千円
（0.2％）

維持補修費
967万9千円
（0.2％）

扶助費
8億6,720万2千円
（16.4％）

扶助費
8億6,720万2千円
（16.4％）

補助費等
7億4,150万1千円
（14.1％）

補助費等
7億4,150万1千円
（14.1％）

※その他は、農林水産業費・商工費・諸支出金・災害復旧費　※人口は平成24年3月31日現在　住民基本台帳人口16,263人で換算※その他は、農林水産業費・商工費・諸支出金・災害復旧費　※人口は平成24年3月31日現在　住民基本台帳人口16,263人で換算

公債費
4億1,640万1千円
（7.9％）

公債費
4億1,640万1千円
（7.9％）

積立金
2億5,123万6千円
（4.8％）

積立金
2億5,123万6千円
（4.8％）

投資及び出資金・貸付金
572万円
（0.1％）

投資及び出資金・貸付金
572万円
（0.1％）

繰出金
6億2,120万3千円
（11.8％）

繰出金
6億2,120万3千円
（11.8％）

普通建設事業費
6億8,486万3千円
（13％）

普通建設事業費
6億8,486万3千円
（13％） 人件費

9億457万5千円
（17.1％）

人件費
9億457万5千円
（17.1％）

物件費
7億6,826万2千円
（14.6％）

物件費
7億6,826万2千円
（14.6％）

総　額
52億7,064万2千円

総　額
52億7,064万2千円

その他
（24.6％）
その他
（24.6％）

投資的経費
（13.0％）
投資的経費
（13.0％）


